	雇用契約書兼勤務条件通知書（例）

	令和○○年○月○日

　　○○　○○　　様

○○○○○○住民協議会　

○○○長　○○　○○　　　 eq \o\ac(○,印)　



	契約期間
	期間の定めあり（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

	更新の有無
	３０日前までに双方の協議により決定する。

	勤務場所
	　松阪市○○町○○○番地

　○○○住民協議会事務局（○○地区市民センター内）

	従事すべき具体的な業務内容
	○○○住民協議会における事務全般
（例：書類作成、会計処理、物品購入、情報発信、研修参加、来客対応など）

	始業、終業の時刻
	始業・終業の時刻等

　始業・終業の時刻については、勤務のシフト表を作成し、そのシフト表によるものとする。
　但し、業務の都合その他やむを得ない事情によりシフト表により定めた始業及び終業の時刻を変更することもある。

	休憩時間
	有　：　労働基準法第３４条による（労働時間に応じて休憩が必要）

	所定時間外労働
	有　：　労働基準法第３２条による（一日の始業終業時間以外の勤務）

	休日及び勤務日
	休日及び勤務日についてはシフト表により決定する。

【月間見込み所定労働時間平均６２．5時間】（勤務日は概ね週４日程度とする）
ただし、勤務日については業務の都合により、変更することもある。

	休暇
	年次有給休暇　

（１）６か月継続勤務した場合　労働基準法第３９条により日数を付与する。

（２）継続勤務６か月以内の年次有給休暇　無

	賃金
	（１）基本賃金　時間給　１，０００円
（２）所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

　　　イ　所定時間外、法定超２５％、

　　　ロ　休日　法定休日３５％、

　　　ハ　深夜　２５％
（３）賃金締切日：毎月月末

（４）賃金支払日：翌月１０日頃支払、但し年度末については当月末払
（５）賃金の支払方法：口座振込（基本は現金直接払いです）
（６）昇給：無

（７）賞与：無

（８）退職金：無

	退職・解職

に関する事項
	＜本人の意志により退職する場合＞

自己の都合で退職する場合は、なるべく早期（３０日以上前）に届出してください。

＜本人の意志によらずに解職する場合＞

①本人が死亡した場合

②雇用期間が終了した場合

③予算の減少その他やむを得ない事由のために事務局員を雇用できなくなった場合

④その他、役員会において継続雇用が不適格と判断した場合、この場合は、解職する１ヶ月前に通告するものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	その他
	・社会保険の加入状況（健康保険・厚生年金）：　　有　・　無

・雇用保険の適用：　　有　・　無　　
・労働保険の適用：　　有　・　無



※　短時間労働者の場合、本通知書の交付は、労働基準法第１５条に基づく労働条件の明示及び短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律第６条に基づく文書の交付を兼ねるものであること。
	上記勤務条件通知書の内容に同意し、事務局員として雇用されることを希望します。

令和○○年○月○日

	希望者住所
	〒　　　―　　　　

電話番号　　　　（　　　）　　　　　

	フリガナ
	
	生年月日
	昭和
平成
	年　　月　　日（　　歳）

	希望者名前
	 eq \o\ac(○,印)
	
	
	

	※新規または口座に変更がある場合のみ、下記に本人名義の口座情報をご記入ください。

	銀行名
	銀行・信用金庫・農協・漁協
	支店名
	

	カナ名義
	
	種別
	普通・当座
	口座番号
	


	　上記条件で、○○○住民協議会事務局員として採用する。

　　　　　　　　　　　　　　　○○○住民協議会
令和○○年○月○日　　　　会長　　○　○　○　○　　　 eq \o\ac(□,印)


	契約期間
	労働基準法に定める範囲内（期間の定めのないものを除き、通常3年）とする。また、契約期間について期間の定めありとした場合には、契約更新の有無の判断基準を明示する。【契約期間に応じて、有給休暇等発生しますので、その点を考慮する必要があります。】

	更新の有無
	上記契約の更新の扱いについて記載すること。【更新の有無を判断する内容を明記しています。】

	勤務場所
従事すべき業務内容
	雇入れ直後のものを記載することでよいが、将来の就業場所や従事させる業務を併せ、網羅的に明示することは差し支えない。【具体的に業務内容を表しておくこともトラブル回避につながると考えられます。】

	始業、終業の時刻、休憩時間、所定時間外労働
	当該労働者に適用される具体的な条件を明示する。
・労働基準法第３４条（休憩）別記
・労働基準法第３２条（労働時間）別記
・所定時間外労働とは、勤務条件等で定めた労働時間外の労働のことで、８時３０分から１２時までの契約時間であれば８時３０分から１３時までの勤務となると１時間の所定時間外労働となります。【原則、定期的な時間を示し雇い入れるものですが、協議会の就労時間が不規則な場合を考えて、シフト表の作成に基づき示すことも考えられます。】

	休日及び勤務日
	休日は、毎週少なくとも１日または４週を通じて４日以上を与えなくてはならない。

所定休日または勤務日について、曜日または日を特定して記載する。
日が特定できない場合、日を決定する用件を明確にする。【上記と同様、休日や勤務日についても明確にするべきですが、シフト表による勤務体系に基づいて示すことも考えられます。】

	休暇
	年次有給休暇は、６か月間勤続勤務し、その間の出勤率が８割以上である時に与えるものであり、その付与日数を記載する。
・労働基準法第３９条（年次有給休暇の日数）別記【雇用期間と就労日数に応じて有給休暇の付与が発生します。】

	賃金
	基本給等について具体的な額を明記する。
法定超えとなる所定時間外労働については２割５分、法定休日労働については３割５分、深夜労働については２割５分など、法で定めれらている割増率を明記する。

短時間労働者については、昇給の有無、賞与の有無、退職期の有無については必ず記入する。
・労働基準法第２４条（賃金の支払）別記【賃金の支払いについては、直接払いや口座振込払いにより本人に支払うものです。】

	退職・解職

に関する事項
	退職の事由及び手続、解雇の事由等を具体的に記載する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	その他
	当該労働者についての社会保険の加入状況及び雇用保険の適用の有無のほか、各種事項を制度として設けているものがある場合に記入することが望ましい。【交通費については、法的に支払が義務付けられているものではありません。】



【記載要領】
１．雇用契約書兼勤務条件通知書は、当該労働者の労働条件の決定について権限をもつ者が作成し、本人に交付するものですが、本人の同意を求める事項（口座振込情報など）があるため、契約書として位置付けています。

２．この項目については、書面による交付により明示することが労働基準法により義務付けられている事項です。

・労働基準法第２４条（賃金の支払）

　賃金は、通貨で、直接労働者に、その全額を支払わなければならない。ただし、法令若しくは労働協約に別段の定めがある場合又は厚生労働省令で定める賃金について確実な支払いの方法で（以下省略）

　２　賃金は、毎月1回以上、一定の期日を定めて支払わなければならない。

・労働基準法第３２条（労働時間）

　使用者は、労働者に、休憩時間を除き１週間について４０時間を超えて、労働させてはならない。

　２　使用者は、１週間の各日については、労働者に、休憩時間を除き１日について８時間を超えて、労働させてはならない。
・労働基準法第３４条（休憩）

　使用者は、労働時間が６時間を超える場合においては少なくとも４５分、８時間を超える場合においては少なくとも１時間の休憩時間を労働時間の途中に与えなければならない。
・労働基準法第３９条（年次有給休暇の日数）

　使用者は、その雇入れの日から起算して６箇月間継続勤務し全労働日の８割以上出勤した労働者に対して、継続し、又は分割した10労働日の有給休暇を与えなければならない。

３　次に掲げる労働者の有給休暇の日数については、前2項の規定に関わらず、これらの規定による有給休暇の日数を基準とし、通常の労働者の1週間の所定労働日数として厚生労働省令で定める日数等が労働者の1週間の所定労働日数又は１週間当たりの平均所定労働日数との比率を考慮して厚生労働省令で定める日数とする。
一　1週間の所定労働日数が通常の労働者の週所定労働日数に比し相当程度少ないものとして厚生労働省令で定める日数以下の労働者(週所定労働時間が30時間未満の労働者)
	週所定労働時間
	週所定労働日数
	年間所定労働日数
	継続勤務年数

	
	
	
	0.5
	1.5
	2.5
	3.5
	4.5
	5.5
	6.5

以上

	30時間以上
	
	
	10
	11
	12
	14
	16
	18
	20

	30時間未満
	5日以上
	217日以上
	
	
	
	
	
	
	

	
	4日
	169～216日
	７
	８
	９
	１０
	１２
	１３
	１５

	
	3日
	121～168日
	５
	６
	８
	９
	１０
	１１

	
	2日
	73～120日
	３
	４
	５
	６
	７

	
	1日
	48～72日
	１
	２
	３


※4月5日採用の場合は毎年10月5日に上記の表に掲げる日数を与えます。暦日や給料の締切日、

勤務シフトの期間とは関係なく、採用日から起算します。
※所定労働日数が週により決まっている場合は「週所定労働日数」、週所定労働日数を固定していな

い場合は「1年間の所定労働日数」で判断します。

※所定労働日数は付与日時点の週所定労働日数で計算します。
※今回、労働基準法が改正され、2019（平成31）年４月から、全ての企業において、年10日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対して、年次有給休暇の日数のうち年５日については、使用者が時季を指定して取得させることが必要となりました。
・労働基準法第107条（労働者名簿）

 　使用者は、各事業場ごとに労働者名簿を、各労働者（日日雇い入れられる者を除く。）について調製し、労働者の氏名、生年月日、履歴その他厚生労働省令で定める事項を記入しなければならない。 

・労働基準法第108条（賃金台帳）

 　使用者は、各事業場ごとに賃金台帳を調製し、賃金計算の基礎となる事項及び賃金の額その他厚生労働省令で定める事項を賃金支払の都度遅滞なく記入しなければならない。 

・労働基準法第109条（記録の保存）

 　使用者は、労働者名簿、賃金台帳及び雇入、解雇、災害補償、賃金その他労働関係に関する重要な書類を三年間保存しなければならない。
勤務形態シミュレーション【案】
　年間60万円の人件費加算に基づく勤務形態
　月平均5万円　時給1,000円　月勤務時間50.0時間

　交通費支給　無

１．週4日1日3時間の勤務

２．月1回夜間会議への出席

３．月1回大会等イベントの開催
４．契約期間は1年契約

あくまでも、業務形態が不定期で、出勤日・出勤時間・休暇等が一定でない場合を想定して、例示をしているもので、始業終業時間、勤務日、休日等を指定できる場合は、その事実を記載していただきます。

　
